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【表紙】  
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９．ＵＦＪプラザ21株式会社は、平成19年１月１日付で、ダイヤモンドプライベートオフィス株式会社と合
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＜経営ビジョン＞ 

信託業務の新たな発展に貢献し、 

信託銀行として最高のサービスを提供する。 

 

当社グループを含むＭＵＦＧグループでは、グローバルな競争を勝ち抜く「世界屈指の総合金融

グループ」として、お客さまに最高水準の商品・サービスをご提供していきたいと考えております。 

また、当社および当社グループ各社は、お客さまや社会から強く支持される総合金融グループを

目指すＭＵＦＧグループの中核として、専門性を一層発揮し、より質の高い、競争力のある商品や

サービスの開発ならびに新たな市場やチャネルの開拓によるお客さまへの商品提供機会の拡大に注

力していく所存であります。 
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② 海外 

 

平均残高 利息 利回り 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) (％) 

前連結会計年度 2,106,889 76,107 3.61
資金運用勘定 

当連結会計年度 1,739,547 77,637 4.46

前連結会計年度 301,052 11,783 3.91
うち貸出金 

当連結会計年度 302,978 14,040 4.63

前連結会計年度 919,324 37,135 4.03
うち有価証券 

当連結会計年度 880,378 40,577 4.60

前連結会計年度 ― ― ―うちコールローン 
及び買入手形 当連結会計年度 ― ― ―

前連結会計年度 ― ― ―
うち買現先勘定 

当連結会計年度 ― ― ―

前連結会計年度 513,520 12,654 2.46うち債券貸借取引 
支払保証金 当連結会計年度 187,625 5,554 2.96

前連結会計年度 371,096 12,513 3.37
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③ 合計 

 

平均残高(百万円) 利息(百万円) 

種類 期別 
小計 

相殺消去額
(△) 

合計 小計 
相殺消去額 

(△) 
合計 

利回り 
(％) 
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② 特定取引資産・負債の内訳(末残) 

特定取引資産は、国内ではその他の特定取引資産を中心に2,344億円となりました。また、海外

では特定金融派生商品を中心に35億円となり、合計では2,379億円となりました。一方、特定取引

負債は、特定金融派生商品を中心に333億円となりました。 

 

国内 海外 相殺消去額(△) 合計 

























― 34 ― 

(2) 銀行勘定 

① 預金・貸出金の残高 
 

  
前事業年度 
(百万円)(A) 

当事業年度 
(百万円)(B) 

増減(百万円) 
(B)－(A) 
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５ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成17年10月１日付で、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループとの間で、「経営

管理契約」、「経営管理契約に関する覚書」および「経営管理手数料に関する覚書」を締結しており

ます。 

 

６ 【研究開発活動】 

該当事項なし。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社および連結子会社における設備投資につきましては、信託銀行業においては、経営統合効果を

実現させるため、引き続き店舗等の統廃合を行うとともに、システム統合に向けたシステム統合関係

投資を実施し、当連結会計年度の投資額は37,548百









― 72 ― 

(2) 除却 

信託銀行業 
 

会社名 店舗名その他 所在地 設備の内容
減損前帳簿価額 

(百万円) 
除却時期 

当社 大阪ビル 
大阪市 
中央区 

店舗 1,649 平成19年６月 

当社およびエム・ユー・
トラスト総合管理㈱ 

東京ビル 
東京都 
千代田区 

店舗 3,531 平成20年11月 
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② 優先株主に対しては、前項のほか、残余財産の分配は行わない。 

(4) 株式の併合または分割、募集株式等の割当てを受ける権利等 

① 優先株式について株式の併合または分割は行わない。 

② 優先株主には、募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与え

ない。 

③ 優先株主には、株式無償割当て、または新株予約権の無償割当ては行わない。 
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③ 取得と引き換えに交付する普通株式の内容 

当会社普通株式 

一斉取得 

取得を請求し得べき期間中に取得請求のなかった本優先株式は、同期間の末日の翌日(以下「一斉

取得日」という。)をもって、当会社が取得し、これと引き換えに、１株につき1,000円を一斉取得

日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における完全親会社の普通株式の普通取

引の毎日の終値(気配表示を含む。)に1,000分の0.7を乗じて得られる数値の平均値(終値のない日

数を除く。)で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、平均値の計算は円位未満小数第

２位まで算出し、その小数第２位を四捨�
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５ 【役員の状況】 
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
(千株)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
(千株)













― 96 ― 

(3) 内部統制システムの整備の状況 

 当社は、会社法第362条第４項第６号および同条第５項に基づき、会社の業務の適正を確保するた

めの体制(内部統制システム)の整備について、次のとおり決議しております。 

 

① 法令等遵守体制 

イ．役職員の職務の執行が、法令および定款に適合することを確保するため、株式会社三菱ＵＦ

Ｊフィナンシャル・グループが制定するグループ経営理念、倫理綱領および行動規範を採択

するとともに、信託業務の倫理綱領を制定する。 

ロ．各種規則およびコンプライアンスマニュアルの制定および周知を通じて、役職員が法令等を

遵守するための体制を整備する。 

ハ．コンプライアンスを担当する役員、統括部署および委員会を設置する。 

ニ．コンプライアンス・プログラム(役職員を対象とする教育等、役職員が法令等を遵守すること

を確保するための具体的計画)を策定し、その進捗状況のフォローアップを実施する。 

ホ．コンプライアンス・ヘルプライン(広く社員等から不正行為に関する通報を社外を含む窓口で

受け付ける内部通報制度)を設置するとともに、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プがグループ・コンプライアンス・ヘルプライン(広くグループ会社員等から不正行為に関す

る通報を社外を含む窓口で受付ける内部通報制度)を設置する。 

へ．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然とした態度を貫き、取引

の防止に努める。 

ト．金融機関を通じて取引される資金が各種の犯罪やテロに利用される可能性があることに留意

し、マネー・ローンダリングの防止に努める。 

 

② 顧客保護等管理体制 

イ．お客さまの保護および利便ﾘ,ﾍｯ�)を�占し、
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前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

―――――― (企業結合及び事業分離に関する会計基準) 

「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」

(平成15年10月31日 企業会計審議会)、企業会計基準第

７号「事業分離等に関する会計基準」(平成17年12月27

日 企業会計基準委員会)及び企業会計基準適用指針第

10号「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」(平成17年12月27日 企業会計基準委員会)

が平成18年４月１日以後開始する
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表示方法の変更 

 

前連結会計年度 
(自 平�
ﾀ囃�[ﾙ� 9o連結会計年度 

(自 平�
�

9o貸借対�Vﾀ―,誧檐
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

※１．有価証券には、関連会社の株式9,807百万円を含

んでおります。 
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前連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 
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４．当該連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
 

 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)



�
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(3) 株式関連取引(平成19年３月31日現在) 

該当事項なし。 

 

(4) 債券関連取引(平成19年３月31日現在) 

 

区分 種類 
詞克価
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【海外経常収益】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 

 金額(百万円) 

Ⅰ 海外経常収益 88,646
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前事業年度 

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)  
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前事業年度 

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
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前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
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③ 【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

(利益処分計算書) 

 

  
前事業年度 

(株主総会承認日 平成18年６月28日) 
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 評価・換算差額等 

 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 
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表示方法の変更 

 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項なし。 
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独立監査人の監査報告書 

 

 

平成18年６月28日

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取 締 役 会  御 中 

 

監査法人 トーマツ  

 

指定社員 



 
独立監査人の監査報告書 

 

 

平成19年６月27日

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取 締 役 会  御 中 

 

監査法人 トーマツ  

 

指定社員 





 
独立監査人の監査報告書 

 

 

平成19年６月27日

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取 締 役 会  御 中 

 

監査法人 トーマツ  
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